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６ 附属施設等 

（２）学校教育実践研究センター 

① センター 

ア 設置の趣旨（目的）及び組織 

学校教育実践研究センターは，学校及び地域社会と連携しながら，学校教育の実践に関する諸課題を把握

し，本学教員，現職教員，学部・大学院学生及びその他の関係者と共同して，当該課題に関する臨床的・実

践的・開発的研究を推進することによって，学校教育の改善，充実及び発展に寄与することを目的として設

置されている。 

組織は，センター長（教授兼務）のもと，特任教授４人，特任准教授４人，兼務教員 10 人で構成され，事

務は学校実習課が担当している。 

イ 運営・活動の状況 

ⅰ） 業務内容 

ａ 教育実習の推進に関すること。 

（a） 学部学生と教育職員免許取得プログラム学生の教育実習 

教育実地研究Ⅰ（観察・参加），教育実地研究Ⅱ（授業基礎研究），教育実地研究Ⅲ（初等教育

実習），教育実地研究Ⅳ（中等教育実習），総合インターンシップに関して，センター所属教員が

教育実習委員会及び同委員会の各種専門部会の委員として企画段階から参画し，実習校との連絡

調整や実習生の事前・事後指導及び個別相談への対応などを行った。 

また，学生が実習に対する意識を高め，実習の不安に対応できるよう「教育実習ハンドブック」

改訂版を作成した。 

（b） 大学院の学校実習 

専門職学位課程のカリキュラムの中核をなす「学校支援プロジェクト」及び修士課程の「課題研

究プロジェクト」の連携協力校との連絡調整やプロジェクトチームの支援を行った。 

ｂ 臨床的・実践的・開発的研究の推進に関すること。 

附属学校をはじめ近隣地域の小・中学校教員及び学内関係組織との連携によるプロジェクト研究等を，

以下のとおり実施した。 

（a） 教員養成及び研修カリキュラムの開発研究 

文部科学省委託事業「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」を受託し「指標活用・研

修管理システム構築事業」として実施し，「指標に基づく資質能力向上シンポジウム」を開催した。 

      （b） 拉致問題啓発セミナー 

新潟県知事政策局国際課拉致問題調整室とともに，「令和元年度拉致問題啓発セミナー」を実施

した。 

（c） 学校教育に関する理論的・実践的知識の集積 

学校教育に関する理論的・実践的知識を集積し，それを活用できるようにすることで，学校教育

全般の質の向上に資することを目的として，学校教育実践研究センターでは，毎年「教育実践研究」

を刊行している。 

刊行にあたっては，学校教育実践研究センター長を委員長とする教育実践研究編集委員会を開

催し，掲載論文の募集，審査，編集及び発行について審議している。令和元年度において，編集委

員会は以下の３回開催した。 

・ 第１回 平成 31 年４月 17 日（水） 
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・ 第２回 令和元年 10 月 23 日（水） 

・ 第３回 令和元年 12 月９日（月） 

本年度（第 30 集）の掲載論文については，152 編の応募があり，審査の結果，42 編を掲載する

こととなった。 

なお，平成 30 年度に刊行した「教育実践研究 第 29 集」に掲載した研究成果を，より多くの現

職教員に共有するため，論文の執筆者による「第 17 回教育実践研究発表会」を令和 31 年８月５日

（月）に開催した。 

ｃ 学校及び地域社会との連携・支援に関すること。 

（a） 上越地域教育委員会と連携した教育課題研修の実施 

上越市，十日町市，柏崎市，糸魚川市，妙高市，魚沼市，佐渡市の教育委員会と連携し，学校教

員等を対象とした研修会を実施した。遠隔地には，遠隔研修システム（TV 会議）を用いて研修を

行った。 

（b） 学校教育課題に対応した教職員のための自主セミナーの実施 

毎週水曜日 18 時 30 分より 20 時まで，学校の教育課題に応じたテーマで設定し，地域の教員や

大学院生を対象とする教職員のための自主セミナーを実施した。 

      （c） 学校評価を軸としたコンサルテーションの実施 

 上越市，柏崎市，糸魚川市及び妙高市の教育委員会と連携し，学校評価支援アンケートシステム

による学校評価の支援，研修，学校のコンサルテーションを実施した。 

（d） ライブラリー及びリポジトリによる教育実践資料の提供 

上越地域の学校の教育文化資料を収集し，教育実践資料のデータベース化を進めた。また，新潟

県立教育センターや学内学術情報課と連携し，新潟県教育リポジトリを作成した。 

（e） 学校教育実践研究センターホームページの整備 

地域に開かれた教育・研究活動を展開できるように学校教育実践研究センターホームページを

開設している。 

ⅱ） 教育活動 

ａ 特任教員の主な担当授業等 

人間教育学セミナー（教職の意義），体験学習，ボランティア体験，学校ボランティアＡ（学校支援

体験），学校ボランティアＢ（学校支援体験），教育実地研究Ⅰ（観察・参加），教育実地研究Ⅱ（授

業基礎研究），教育実地研究Ⅲ（初等教育実習），教育実地研究Ⅳ（中等教育実習），総合インターン

シップ，教職実践演習，「学びのひろば」の指導 

ｂ 附属学校との連携の推進・支援    

（a） 教育実地研究に関する授業科目における連携 

（b） 附属学校との研究協力 

ｃ 施設・設備の利用サービス 

（a） 保管する機器，教材，資料の貸出，閲覧 

（b） 各種研究会等の開催に係る施設・設備の貸出 

ウ 優れた点及び今後の検討課題等 

ⅰ） 優れた点 

附属学校をはじめ近隣地域の小・中学校教員及び学内関係組織との連携によるプロジェクト研究や自

主セミナーの開催等により教育実践資料の収集・集積と，その利用環境の整備が図られ，地域に開かれ
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た教育・研究活動が展開されている。 

ⅱ） 今後の検討課題 

学校や教育行政機関等との連携を推進していくことにより，教育実習，教員研修，各種プロジェクト

研究及び遠隔システムの活用などによりセンター機能の一層の充実強化が望まれる。 

② 運営委員会 

ア 設置の趣旨（目的）及び組織 

ⅰ） 組織設置の趣旨（目的） 

運営委員会は，センター長の諮問に応じ，センターの運営に関する重要事項を審議することを目的と

して設置されている。 

ⅱ） 組織の構成及び構成員等 

運営委員会は，①学校教育実践研究センター長，②センター専任教員，③センター兼務教員，④セン

ター特任教員，⑤各学系から選出された教授又は准教授（講師及び助教を含む。），⑥附属小学校副校

長の計 18 人で構成されている。 

イ 運営・活動の状況 

ⅰ） 委員会等の開催状況 

令和元年度においては，以下のとおり開催した。 

・ 第１回 令和元年７月２日（火） 

ⅱ） 審議された主な事項 

・ 令和元年度の運営等 

・ 第 17 回教育実践研究発表会 

ⅲ)  重点的に取り組んだ課題や改善事項及び前年度の検討課題への取組状況等 

学校教育実践研究センターの活動概要について，主な取組及び地域の学校（園）や教育機関との連携

を明確にするとともに，これらの業務に対応するセンター教職員の業務分担等の検討を行った。 


